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第１章 産業廃棄物処理業の概況



Ⅰ-1. 産業廃棄物処理業の振興
産業廃棄物処理業の振興方策に関する
提言 （平成29 年３月）
環境省：産業廃棄物処理業の振興方策
に関する検討会
提言の背景

産業廃棄物処理施設は、廃棄物の適
正処理による生活環境の保全及び公衆
衛生の向上を図る上で必要な施設であり、
循環型社会を構築する上で欠かすこと
のできないインフラである。





産業廃棄物処理業から環境産業へのス
テージアップ（埼玉県2021年01月04日）

産業廃棄物処理業界は、循環社会を
形成する重要な社会インフラの機能を求
められています。このためには、産業廃
棄物処理業がこれまで以上に社会から
の信頼を得て、かつ社会からの要請に応
えることができる環境産業へと飛躍して
いくことが必要です。
＊産業廃棄物処理業から環境産業へと
ステージアップを図る。





Ⅰ-2. 産業廃棄物処理業の景況動向
公益社団法人全国産業資源循環連合
会 産業廃棄物処理業景況動向調査結
果について（2020年11月）
〔2020年07-09月期〕〔調査結果の概要〕

景況判断 DI は▲38 となり、前期調査
（▲49）から 11 ポイント改善した。来期の
見通しは▲32 となり、6 ポイント改善する
見込みとなっている。

経営上の問題点を見ると、2期連続で
「需要の停滞」が１位となった。



産業廃棄物の景況判断DIの推移
（2009年～2020年）
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景況判断
○ 売上高の動向については、前年同期
比（３ヶ月平均）で1.8%増となった。
○ 処理量の動向については、前年同期
比（３ヶ月平均）で7.6%減となった。
○ 経常利益率については、平均値が
5.6%となった。
○ 経営上の問題点は、「需要の停滞」
25.2%（前期29.2%）が2期連続で1位と
なった。



2021年01月29日 厚生労働省の発表
雇用情勢は大幅に悪化。
20年の平均有効求人倍率は1.18倍（働

く意欲のある有効求職者数は6.9%増え
182万人、企業からの有効求人数は21%
減り216万人）で前年比0.42ポイント低下。
下げ幅はオイルショック以来45年ぶりの
大きさ。

20年の平均休業者数は256万人で過
去最大、完全失業率は2.8%で11年ぶり
に悪化（総務省）。



Ⅰ-3. 産業廃棄物排出・処理状況
産業廃棄物排出・処理状況調査（2018
年度実績値）環境省（2020年03月）
＊産業廃棄物の全国排出量は、約３億7
千６百万トン（前年より約800万トン減少）
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排 出 量
375,772千トン

直接再生利
用量 20%

中間処理量
79%

直接最終処
分量 1%

処理残差量
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減量化量
45%

処理後再生
利用量 33%

処理後最終
処分量 1%

再生利用量
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最終処分量
9,312千トン

産業廃棄物の処理実績（2018年度）



Ⅰ-4. 産業廃棄物処理業の実態調査
平成27年度 産業廃棄物処理業の振興
方策の検討に関する基礎的調査業務報
告書（平成28年３月 三菱総合研究所）
＊環境省平成25年3月25日発表

産業廃棄物処理業実態調査結果
対象：環境省産業廃棄物処理業者検

索システムに登録されていた112,740社
より13,378社を抽出し、7,598社より回答
が得られた（回収率56.8%）。







（２）年間売上規模、兼業状況等
一事業所当たりの全体での平均売上

高は、約1億3,000万円。
収集運搬のみの業者は、売上1,000万

未満が77.5%を占める（ほとんどが中小零
細業者？）。

中間処理では、1億以上10億未満の売
上規模が最も多く、29.1%。

専業の割合 9.5％









産業廃棄物・環境関連業界の近年の動
向（2020年07月24日Web）
３つの特徴
1. 売上の多くは大手が占める。
2. 産業廃棄物は年々増加。
3. 新技術・設備の開発にも力を入れて
いる。



産業廃棄物収集運搬業の許可件数



産業廃棄物処分業の許可件数



最終処分場の残余容量、埋立処分量
および残余年数の推移





2018度 業種別排出割合
埼玉県（左） 全国（右）
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産業廃棄物の移動状況（2018年度）



業種別産業廃棄物の排出量予測

第９次埼玉県廃棄物処理基本計画（案）



産業廃棄物の処理・処分量予測

第９次埼玉県廃棄物処理基本計画（案）



Ⅰ-6. 産業廃棄物処理業が直面するリスク



第２章 安全衛生管理規程の必要性
産業廃棄物処理業における労働災

害の動向



Ⅱ-1. 安全衛生管理規程の目的
安全衛生規程作成支援ツール

従業員数、処理内容を選択するだけで
、自動的に「産業廃棄物処理業における
モデル安全衛生規程及び解説」に沿っ
た安全衛生規程の作成を可能とするツ
ール。
https://www.zensanpairen.or.jp/kitei/fo
rm.html



公益社団法人 全国産業資源循環連合
会（旧 全国産業廃棄物連合会）
安全衛生規程の作成：産業廃棄物処
理業における第2次労働災害防止計画
の重点項目。
産業廃棄物業界は、他産業と比較して
労働災害が多い業界です。当連合会で
は平成16年度から安全衛生委員会を設
置し、各都道府県産業廃棄物協会と連
携を取りながら組織的に安全衛生水準
の向上に取り組んでいます。



管理規程の例
第１章 総則
（目的）
第1条 ○○株式会社における安全衛生
の管理活動を充実し、労働災害を未然
に防止するために必要な基本的事項を
明らかにし、従業員の安全と健康を確保
するとともに快適な職場環境の形成を促
進し、作業遂行を円滑化し、生産の向上
を図ることを目的とする。



管理規程の例
第１章 総則
第２章 安全衛生管理体制
第３章 職務権限（権限、職責）
第４章 会議（安全衛生委員会）
第５章 安全衛生教育
第６章 日常安全衛生管理
第７章 災害が発生した場合の措置
第８章 表彰及び懲戒



Ⅱ-2. 労働災害の定義
◎ 労働災害（労働安全衛生法）

労働者の就業に係る建設物、設備、原
材料、ガス、蒸気、粉じん等により、又は
作業行動その他業務に起因して、労働
者が負傷し、疾病にかかり、又は死亡す
ること。
◎ 業務災害（労働者災害補償保険法）

業務上の事由による労働者の負傷、疾
病、障害、死亡等。



Ⅱ-3. 労働災害発生状況

労働災害事例 職場のあんぜんサイト
厚生労働省

“http://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen_pg/
SAI_LST.aspx”



休業４日以上の死傷者数



死亡者数



死傷災害の事故の型別（2019年）

墜落・転落

はさまれ・
巻き込まれ

転倒



労働災害率

＊度数率：100万延労働時間当たりの労働災害による死
傷者数で、労働災害の頻度を示したものです。

＊強度率：1,000延労働時間当たりの労働損失日数で、
災害の重さを示したものです。

度数率強度率
1.80 0.09
0.47 0.03
1.19 0.06
1.55 0.10
2.53 0.12
3.28 0.16
3.43 0.12
6.99 0.17一般・産業廃棄物処理業

  2019年（30人以上）
調 査 産 業 計
1,000人以上
500～999人

50～99人
30～49人

300～499人
100～299人



度数率 6.99 の意味は？
＊100万延労働時間：１日８時間労働
で、土日休み、夏冬に1週間程度の
休みが取れるとすると、約500年。
＊500人の労働者がいる作業場では
１年間で合計100万延労働時間。
＊6.99の場合：１年間で71～72人当
たり一人が労働災害で死傷する。



2019年 業種別事業場規模別労働災害及
び死亡災害発生状況

１０人 ３０人 ５０人 １００人 ３００人
～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

９人 ２９人 ４９人 ９９人 ２９９人
労災 297 534 318 249 122 4 1,524
死亡 6 4 2 2 1 0 15
労災 111 255 184 207 130 3 890
死亡 5 3 3 1 0 0 12
労災 1,010 1,538 1,084 1,004 1,134 847 6,617
死亡 14 14 9 4 3 2 46
労災 25,021 32,472 19,096 18,666 19,865 10,491 125,611
死亡 281 260 105 105 66 28 845

           規模
　業種

産業廃
棄物

その他の
廃棄物
清掃・と

畜

合計



2019年 業種別事故型別労働災害及び死
亡災害発生状況
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労災 223 323 287 163 93 52 125 1,524
死亡 0 4 5 0 0 1 1 15
労災 157 123 138 174 46 48 53 890
死亡 1 1 2 0 0 4 0 12
労災 2,127 1,307 667 859 263 195 267 6,617
死亡 1 18 8 0 0 7 1 46
労災 29,986 21,346 14,592 17,709 7,977 7,350 6,049 125,611
死亡 22 216 104 0 4 157 43 845

業種
産業廃
棄物

その他の
廃棄物
清掃・と

畜
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2019年 業種別起因物別労働災害及び死
亡災害発生状況

仮
設
物

、
建
築

物

、
構
築
物
等

動
力
運
搬
機

用
 

具

乗
 

物

人
力
機
械
工
具

等
材
 

料

合
　
計

労災 259 440 87 30 36 155 1,524
死亡 0 8 1 0 0 0 15
労災 229 225 47 26 18 64 890
死亡 1 5 0 2 0 0 12
労災 2,592 832 635 187 221 319 6,617
死亡 11 15 4 2 0 0 46
労災 34,068 12,422 11,557 8,487 8,061 6,273 125,611
死亡 140 165 36 97 9 9 845

合計

業種
産業廃
棄物

その他の
廃棄物
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と畜



2019年 業種別年齢別労働災害及び死亡
災害発生状況

２０歳 ３０歳 ４０歳 ５０歳 ６０歳
～ ～ ～ ～ ～ ～

１９歳 ２９歳 ３９歳 ４９歳 ５９歳
労災 15 130 265 392 368 354 1,524
死亡 0 0 2 3 3 7 15
労災 4 75 147 219 261 184 890
死亡 0 2 1 3 1 5 12
労災 44 418 704 1,104 1,419 2,928 6,617
死亡 0 5 6 7 9 19 46
労災 2,680 15,025 17,434 26,463 30,294 33,715 125,611
死亡 4 82 95 174 184 306 845

合計

            年齢
業種 計

産業廃
棄物

その他の
廃棄物
清掃・と

畜





第３章 安全衛生管理規程における安
全衛生管理体制



Ⅲ-1. 労働衛生行政と基本的な法律

労働衛生行政
厚生労働省 労働基準局 →
都道府県労働局 → 労働基準監督署

労働基準法（1947年制定）
＊労働者：労働基準法第９条

職業の種類を問わず、事業又は事務
所（以下「事業」という）に使用される者で、
賃金を支払われる者



労働者災害補償保険法（1947年制定）
業務上の事由又は通勤による労働者

の負傷、疾病、障害、死亡等 →
保険給付

◎ 業務災害（労働災害）
＊業務起因性：業務と傷病等の間に

因果関係があること（業務が原因）。
＊業務遂行性：労働関係のもとで起き

た災害であること。



2019年02月12日
千葉労基署 労災不支給
＊男性支店長がくも膜下出血で死亡
2019年02月21日
鶴見労基署 労災不支給
＊営業職の男性が出張先のホテル
で急性循環不全で死亡。
社屋外の除去？
＊事業主の指揮監督下ではない。
＊具体的な業務命令がない。



労働者災害補償保険法（1947年制定）

◎ 保険料の負担

＊労災保険分は、全額事業主の負担。
（54業種で過去の災害率などを考慮し

て定められる）
＊雇用保険分は、事業主と被保険者（

労働者）がそれぞれ負担。



労働安全衛生法（安衛法1972年制定）
１．職場における労働者の安全と健康の

確保。
２．快適な職場環境の形成と促進。
＊労災隠し（労働安全衛生法）

労働災害が発生した場合は所轄の労
働基準監督署へ報告書を提出しなけれ
ばならない。

報告を怠り、また虚偽の報告をした場
合は、違反した担当者のみならず、会社
の代表者・代理人も50万円以下の罰金。



Ⅲ-2. 安全衛生関連の最近の法律
他の重要な法律

労働契約法、男女雇用機会均等法
雇用保険法、パートタイム労働法
育児介護休業法、最低賃金法
労働者派遣法、女性活躍推進法

過労死等防止対策推進法



改正労働施策総合推進法
（パワハラ防止法）
大企業 2020年4月から
中小企業2022年4月から義務付け







Ⅲ-3. 安全衛生管理体制の構築
厚生労働省
産業廃棄物処理業におけるモデル安
全衛生規程及び解説

労働安全衛生法を基本として、各事業
場において安全衛生管理体制の構築と
労働災害防止のために実施すべき事項
と解説。



安全衛生規程作成支援ツール

従業員数、処理内容を選択するだけで
、自動的に「産業廃棄物処理業における
モデル安全衛生規程及び解説」に沿っ
た安全衛生規程の作成を可能とするツ
ール。

安全衛生チェックリスト
事業場の安全衛生活動への取組状況

を自己診断するためのツール。







安全衛生管理体制
1.常時使用する労働者数100人以上

総括安全衛生管理者
（安全衛生委員会）↓（労働者代表）

安全管理者 ＋ 衛生管理者
＊産業医（勧告・指導・助言）

↓
各部署の責任者、職場管理者

↓
作業主任者、作業指揮者

（安全衛生委員会）



2.常時使用する労働者数100人未満
（安全衛生委員会）↓（労働者代表）

安全管理者 ＋ 衛生管理者
＊産業医（勧告・指導・助言）

↓
各部署の責任者、職場管理者

↓
作業主任者、作業指揮者

（安全衛生委員会）



3.常時使用する労働者数50人未満
安全衛生推進者

4.常時使用する労働者数10人未満
安全衛生推進者の選任義務も無い

（安全衛生スタッフの選任）

＊安全衛生推進者の選任
平成22年度 労働安全衛生基本調査
事業所規模 10～29人 40.9％

30～49人 52.7％



全国産業廃棄物連合会安全衛生活動パンフ



安全衛生担当者の選任状況

2018年 労働安全衛生調査（実態調査）

事業所規模
1,000 人以上 99.7 59.9 99.2 - - 0.4 -
 500 ～ 999人 97.5 62.1 96.4 0.5 - 0.2 2.0
 300 ～ 499人 97.1 65.5 94.1 1.7 0.8 0.1 1.4
 100 ～ 299人 95.0 59.9 89.0 2.4 0.6 1.3 3.8
  50 ～　 99人 86.0 44.3 70.2 8.4 2.6 0.6 12.0
  30 ～　 49人 68.0 11.3 15.2 27.6 16.4 7.7 30.6
  10 ～　 29人 54.6 8.1 10.8 24.2 11.7 6.4 43.3
廃棄物処理業 62.5 16.3 10.2 36.1 2.7 8.9 30.9

衛生推
進者

安全推
進者

選任し
ていな

選任し
ている

安全管
理者

衛生管
理者

安全衛
生推進



産業医の選任状況と安全衛生管理の
水準

産業医選任
事業所規模 （％） あると感じる 感じない 作業現場無し

1,000 人以上 99.7 16.4 65.7 17.6
 500 ～ 999人 98.4 13.3 71.2 15.0
 300 ～ 499人 97.4 18.1 68.1 10.9
 100 ～ 299人 96.2 14.7 72.9 10.9
  50 ～　 99人 76.8 14.2 69.9 10.6
  30 ～　 49人 28.1 13.3 69.8 10.3
  10 ～　 29人 17.8 10.8 74.0 8.9
＊50人以上 84.6 — — —

安全衛生管理の水準
低下又は低下のおそれ

2018年 労働安全衛生調査（実態調査）







職場の安全サイト（労働災害事例）
産業廃棄物をドラグ・ショベルでダンプ

トラックに積み込む作業中、ドラグ・ショベ
ルが転落。運転者は脳挫傷により死亡。
◎この災害の原因

1．作業指揮が的確でなかった。
2．作業指揮者が、代理人等を選任せ

ずに現場を離れた。
3．誘導者を配置していなかった。
4．作業計画が定められていなかった。

＊作業主任者、作業指揮者



第４章 安全衛生管理規程における就
業に当たっての措置



Ⅳ-1. 安全衛生教育の実施
（安衛法第59条）

安全衛生に関する知識及び技能を習
得させ、労働災害防止に役立たせる。
（１）雇入れ時教育、作業内容変更時教
育（安衛則第35条）。
（２）危険又は有害業務従事者に係る特
別教育（安衛則第36条） 。
（３）職長教育、その他監督者安全衛生
教育。



安全衛生教育の実施

平成22年度労働安全衛生基本調査結果

事業所規模 実施 雇入れ時教育 していない
1,000 人以上 92.8 （95.3） 7.2
 500 ～ 999人 92.1 （94.6） 7.9
 300 ～ 499人 93.8 （95.7） 6.2
 100 ～ 299人 87.1 （93.2） 12.9
  50 ～　 99人 74.6 （92.4） 0.1
  30 ～　 49人 62.1 （92.9） 37.9
  10 ～　 29人 51.4 （86.4） 48.6

安全衛生教育



事業所規模 実施 機械等 化学物質 腰痛 熱中症 メンタル 整理整頓 応急措置 交通事故
1,000 人以上 97.6 58.6 54.3 49.0 49.5 87.2 67.3 64.4 55.3
 500 ～ 999人 96.7 66.1 55.0 48.3 49.1 79.6 65.0 64.9 56.9
 300 ～ 499人 96.1 58.9 43.4 46.0 57.8 75.1 69.1 64.3 57.3
 100 ～ 299人 94.5 58.7 36.3 45.1 56.3 59.1 63.0 59.7 53.7
  50 ～　 99人 92.3 52.0 27.8 40.2 52.3 52.8 59.8 54.4 52.5
  30 ～　 49人 81.7 45.8 21.1 32.1 43.6 32.2 53.8 47.0 45.9
  10 ～　 29人 75.9 43.3 20.2 25.4 39.9 26.9 50.4 39.8 41.1
廃棄物処理業 87.8 73.1 43.1 45.9 66.0 32.7 58.8 62.8 71.3

安全衛生教育の実施内容（複数回答）

安全衛生教育の実施

機械等：作業に用いる機械等による事故を防ぐための教育
化学物質：作業に用いる化学物質の危険性・有害性に関する教育
腰痛：腰痛のおそれのある作業に関する腰痛予防対策に関する教
育
熱中症：熱中症予防に着目した暑い場所での作業に関する教育
メンタル：メンタルヘルスに関する教育
整理整頓：整理整頓に関する教育
応急措置：事故時における応急措置、退避に関する教育
交通事故：交通事故防止に関する教育
2018年度 労働安全衛生基本調査結果



（４）その他、安全衛生の水準の向上を図
るため、危険又は有害な業務に現に就
いている者に対する安全衛生教育。

２ 従業員は、会社の行う安全衛生教育
に積極的に参加しなければならない。



平成22年度労働安全衛生基本調査結果

安全衛生教育の受講

事業所規模 受けた 大いに 少し
1,000 人以上 88.8 (52.3) (43.4) 
 500 ～ 999人 68.8 (43.3) (48.0)
 300 ～ 499人 74.2 (37.3) (54.2) 
 100 ～ 299人 72.1 (43.6) (49.5)
  50 ～　 99人 64.8 (52.9) (41.7) 
  30 ～　 49人 55.3 (47.5) (48.3) 
  10 ～　 29人 48.1 (44.6) (44.7)

役に立っている
安全衛生教育



平成22年度労働安全衛生基本調査結果

安全衛生教育の受講

年齢階級 受けた 大いに 少し
20歳未満 63.1 (13.3) (45.8)
20～29歳 61.3 (43.6) (46.2)
30～39歳 60.8 (43.2) (48.8)
40～49歳 64.7 (43.2) (51.4)
50～59歳 58.0 (55.8) (38.3)
 60歳以上 52.9 (59.9) (38.7)

安全衛生教育
役に立っている



Ⅳ-2. 就業制限
（１）特定の危険な業務。資格を有する者
以外の就労を禁止。
（２）女性労働者の重量物取り扱い作業、
就業制限対象化学物質。
（３）高年齢労働者の安全と健康の確保
のためのガイドライン。
（４）病者の就業禁止。



女性労働基準規則の改正
女性労働者の就業を禁止する業務
＊労働安全衛生法令に基づく作業環境
測定を行い、「第3管理区分」（規制対象
となる化学物質の空気中の平均濃度が
規制値を超える状態）となった屋内作業
場での全ての業務。
＊タンク内、船倉内などで規制対象の化
学物質を取り扱う業務で、呼吸用保護具
の使用が義務づけられている業務







第５章 職場環境の整備



Ⅴ-1. 労働衛生の３大管理

作業環境管理（場所）
＊快適に作業ができる環境にする。
作業管理（作業方法）

＊快適な作業ができるようにする。
健康管理

（定期健康診断）



作業環境管理
＊快適に作業ができる環境にする。
（健康障害の発現を防ぐ）
作業場所の物理的環境（温度・湿度・

気圧・照度・騒音等）や有害物質（有害ガ
ス・粉じん・有機溶剤等）の気中濃度をコ
ントロールする。

この作業環境管理を適切に行うために
は、定期的な作業環境測定が必要







化学物質の注意喚起語と標章（GHSに
基づく絵表示）



作業管理
＊快適な作業ができるようにする。
（健康障害の発現を防ぐ）
作業時間・作業量・作業方法・作業姿

勢等を管理する。
有害な物質等が作業者の体内に入ら

ないように、保護具を適切に使用する。



Ⅴ-2. 安全衛生活動の実施
４Ｓ（整理、整頓、清潔、清掃）活動

73.3％（最多）
安全パトロール 51.6％

（危険予知活動、安全提案制度、資格
取得の促進、交通災害防止対策、
健康相談、職場体操、喫煙室の設置、
全館禁煙）







ヒューマンエラーの12分類

1. 危険軽視・慣れ（このくらいは大丈夫）
2. 不注意、3. 無知・未経験・不慣れ
4. 近道・省略行動（こうした方が早いだろ
う）、5. 高齢者の心身機能低下、6. 錯覚
7. 場面行動本能（人間の本能的・反射
的な行動）、8. パニック、9. 連絡不足（コ
ミュニケーションエラー）、10. 疲労、
11. 単調作業による意識低下、
12. 集団欠陥（現場の雰囲気）



2018年11月 陸上自衛隊の砲弾が演習
場外の車を破損。
射撃分隊長：誤った方向を思い込みで
指示。
安全係：照準の値を確認しなかった。
射撃分隊長：予定時刻になったので、射
撃を指示。
安全係：砲身の方向を確認する立ち位
置が違っていた。
指揮官ら：着弾を目視できなかったが、
点検しなかった。



エラーチェーンの切断
事象1 事象２ 事象３ 事象４（不可避点）

事故

事故



ヒューマンエラーの防止方策
１）人が間違えないように人を訓練する。
２）人が間違えにくい仕組み・やりかたに
する。
３）人が間違えてもすぐ発見できるように
する。
４）人が間違えてもその影響を少なくなる
ようにする。



Ⅴ-3. ヒヤリハット報告活動
職場のあんぜんサイト

災害事例:ヒヤリハット事例：墜落・転落
＊トラック荷台上で
鋼材に掛けていた
シートを剥がす作
業中、雨で濡れた
鋼材の上で足が滑
り転倒しそうになった。





Ⅴ-4. リスクアセスメントの実施
労働安全衛生法の改正
 リスクアセスメントの実施（努力義務）。

労働災害発生の予防的手段
1．事業者が職場にある危険性又は有害
性を特定
2．労働災害の重篤度と発生する可能性
を併せてリスクとして見積もる。
3．対策の優先度を決め、リスクの除去・
低減措置を検討する。
4．実施して結果を記録する。





リスクとハザード（危険性・有害性）







リスクアセスメントの実施

機械：作業に用いる機械の危険性に関する事項
化学物質：作業に用いる化学物質の危険性・有害性に関する事項
腰痛：腰痛のおそれのある作業に関する事項
熱中症：熱中症予防に着目した暑い場所での作業に関する事項
墜落・転落：高所からの墜落・転落に関する事項
交通事故：交通事故に関する事項
2018年度 労働安全衛生基本調査結果

事業所規模 実施 機械 化学物質 腰痛 熱中症 墜落・転落 交通事故
1,000 人以上 69.8 45.3 54.4 34.4 28.7 31.2 21.5
 500 ～ 999人 66.5 42.5 45.2 27.0 22.0 25.6 25.5
 300 ～ 499人 67.3 40.3 36.4 31.2 33.3 24.6 25.2
 100 ～ 299人 51.9 30.7 23.2 23.1 27.4 19.2 20.0
  50 ～　 99人 40.5 22.8 12.5 19.1 23.3 17.6 15.8
  30 ～　 49人 32.2 18.8 8.2 12.0 18.2 12.5 14.8
  10 ～　 29人 24.5 13.4 4.6 8.3 15.0 9.3 13.3
廃棄物処理業 41.9 31.9 14.9 22.3 31.7 25.0 30.1

実施の内容（複数回答）



労働安全衛生法の改正
化学物質の使用時にリスクアセスメント

を実施する ことが義務化。
（平成28年6月1日から施行）

厚生労働省の支援事業
産業廃棄物処理業におけるリスクアセ
スメントマニュアル

基本的事項から各事業場で導入する
ための具体的手法等がまとめられている



産業廃棄物処理業におけるリスクアセ
スメントマニュアル

基本的事項から各事業場で導入する
ための具体的手法等がまとめられている

（社内の安全衛生管理者または研修会
の講師育成のための資料）
リスクアセスメント推進研修用資料

研修材料として活用可能。
リスクアセスメントの実施支援システム

厚生労働省「職場のあんぜんサイト」に
公開されている。



リスクマネージメント
事故対策型

不安全事象発生後に対策・対応の実
施。

↓
未然防止型

リスク分析に基づいた予防策の実施。
↓

未来予測型
まだ発生していない事象を予想して

対策を実施。



Ⅴ-5. 大規模爆発事故
事例１：2020年7月30日 福島県郡山市
の飲食店において発生した大規模な爆
発事故(死傷者20名)（経済産業省）
①配管の腐食。
②水の影響を受けるおそれのある場所
における白管の使用。
③コンクリート面等の導電性の支持面に
直接触れている状態での白管の使用。



事例２：ベイルート港爆発事故
2020年8月4日18時頃(現地時間)

レバノンの首都ベイルート。203人が死
亡、6,500人以上が負傷、最大で30万人
が家を破壊されて住む場所を失った。

政府によって没収され過去6年間、港
に適切な安全対策がなされることなく保
管されていた約2,750トンの硝酸アンモニ
ウムと関連。



第６章 健康診断と健康管理



Ⅵ-1. 健康診断（健康管理）
事業者が行う義務があると同時に、労

働者も健康診断を受ける義務（努力義
務）があり、積極的に受診しなければなら
ない。
一般健康診断（雇入れ時健康診断、定
期健康診断）

定期健康診断の有所見率は年々増加
（平成26年は53.2％）。



労働安全衛生法による定期健康診断項
目の改正（2008年４月１日施行）
腹囲の検査を追加。
血清総コレステロールをLDLとHDLに
変更。
問診時に喫煙歴と服薬歴の聴取を徹
底。
項目：問診、身体計測、視力、聴力、血
圧、貧血、肝機能、血中脂質、血糖、心
電図、胸部エックス線、尿検査





定期健康診断実施結果（年次別）

有所
見率

血中
脂質

血　圧
肝機能
検査

血糖
検査

心電
図

聴力
(4000Hz)

平成　５年 33.6 17.2 8.4 11.8 － 7.8 10.0
平成１０年 41.2 23.0 9.7 13.7 － 8.5 9.4
平成１５年 47.3 29.1 11.9 15.4 8.3 8.9 8.5
平成２０年 51.3 31.7 13.8 15.3 9.5 9.3 7.9
平成２５年 53.0 32.6 14.7 14.8 10.2 9.7 7.6
平成２６年 53.2 32.7 15.1 14.6 10.4 9.7 7.5
平成２7年 53.6 32.6 15.2 14.7 10.9 9.8 7.4
平成２8年 53.8 32.2 15.4 15.0 11.0 9.9 7.4
平成２9年 54.1 32.0 15.7 15.2 11.4 9.9 7.3
平成30年 55.5 31.8 16.1 15.5 11.7 9.9 7.4



平成30年 定期健康診断実施結果（業種別・
都県別）

健診実施
事業場数

受診者数
有所見の

人  数
有所見
率（％）

合       計 120,914 13,617,710 7,559,845 55.5
業種 清掃・と畜 2,950 265,622 182,398 68.7

茨 城 2,455 287,992 164,614 57.2
栃 木 1,975 222,656 130,068 58.4
群 馬 1,827 194,127 110,867 57.1
埼 玉 4,866 498,486 288,596 57.9
千 葉 4,367 469,083 245,281 52.3
東 京 15,611 2,202,450 1,178,503 53.5
神 奈 川 6,905 829,390 463,354 55.9

都
　

道
　

府
　

県



一般健康診断（雇入れ時健康診断、定
期健康診断）
特殊健康診断
A. 法令によるもの

1.じん肺（じん肺法）
2.安衛法で定める有害業務

８項目
B. 行政指導（通達）による有害業務

29項目



業務上疾病（労働基準法、医学用語で
は職業性疾病（疾患））
第１号：業務上の負傷に起因する疾病
第２号：物理的因子による疾病
第３号：身体に過度の負担のかかる作業態度に起因する
疾病
第４号：化学物質等による疾病
第５号：粉じんを飛散する場所における業務による粉じん
の吸入に起因するじん肺症及びじん肺との合併症
第６号：細菌、ウイルス等の病原体による疾病
第７号：がん原性物質もしくはがん原性因子又はがん原性
工程における業務による疾病（職業がん）
第８号：厚生労働大臣の指定する疾病
第９号：その他義務に起因することの明らかな疾病



「清掃・と畜業」の業務上疾病の推移

疾 病 分 類 平成２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 30年
負傷に起因する
疾病

268 259 258 203 230 233 218 228 218

  （腰痛） (231) (224) (199) (161) (181) (177) (182) (174) (163)
物理的因子による
疾病

49 34 29 36 20 26 41 36 84

作業態様に起因
する疾病

10 11 9 7 19 9 6 12 10

その他（酸欠、化
学物質、じん肺な
ど）

23 20 29 22 25 30 31 25 31

　合　　計 350 324 325 268 294 298 296 301 343



特殊健康診断実施状況（年次別）

平成１０年 78,099 1,606,353 93,438 5.8

平成１５年 79,055 1,637,878 97,328 5.9

平成２０年 91,016 2,099,488 135,540 6.5

平成２５年 101,452 2,229,617 134,434 6.0

平成２６年 110,489 2,347,420 135,678 5.8

平成２７年 129,812 2,575,063 144,842 5.6

平成２８年 140,351 2,715,575 154,762 5.7

平成２９年 145,751 2,803,099 163,247 5.8

平成30年 149,338 2,897,286 171,447 5.9

実　　施
事業場数

受診者数
有所見者

数
有所見
率（％）



Ⅵ-2. メンタルヘルス対策（健康管理）
労働安全衛生法の一部改正

2015年12月1日施行
ストレスチェック制度

労働者が「常時50人以上」の全事業場
にて、毎年1回の実施と所轄の労働基準
監督署への報告が義務。（50人未満の
事業所は当分の間は努力義務）











脳・心臓疾患と精神障害の労災補
償の比較



メンタルヘルス対策の実施

＊同じ労働者が連続１か月以上休業した後に退職した場合は、退職
者のみに計上。
2018年度 労働安全衛生基本調査結果

事業所規模 休業者 退職者
1,000 人以上 0.8 0.2 99.7
 500 ～ 999人 0.6 0.1 99.2
 300 ～ 499人 0.6 0.3 99.6
 100 ～ 299人 0.4 0.2 97.7
  50 ～　 99人 0.3 0.3 86.0
  30 ～　 49人 0.2 0.3 63.5
  10 ～　 29人 0.2 0.3 51.6
廃棄物処理業 0.3 0.4 56.1

メンタルヘルス不調による 取り組ん
でいる



過重労働とメンタルヘルス
１．過重労働は健康に影響を与える。
２．長時間労働による睡眠時間の減少が
メンタルヘルス不調者の発生頻度を高め
る。（６時間以上が望ましい）
３．労働環境のみでなく、労働者自身の
セルフケア及び家族のケアも必要。
４．過重労働を減らすだけではなく、仕事
へのコントロール感、支援体制、報酬等
の対応も必要。



Ⅵ-3. 事業者の安全配慮義務

労働契約法第５条（2008年施行）
「使用者は、労働契約に伴い、労働者が
その生命、身体等の安全を確保しつつ
労働することができるよう、必要な配慮を
するものとする。」
＊使用者の労働者に対する安全配慮義
務（健康配慮義務）。
◎メンタルヘルス対策も安全配慮義務に
含まれる。



労災補償と損害賠償
（1）労働基準法および労災保険法に基
づく労災補償制度と被災労働者又はそ
の遺族が使用者に対して行う損害賠償
制度（労災民事訴訟制度）がある。
（2）労災民事訴訟制度では、精神的損
害（慰謝料）や逸失利益などを含む全損
害の賠償を求めることができる。現在は
使用者等の債務不履行責任（安全配慮
義務違反）を問う形のものが中心。





長時間労働からメンタルヘルス不調をき
たして自殺したケースの裁判事例（山田
製作所事件）（平成19年福岡高裁判決）

自動車等の部品工場に勤務する男性
（24歳）が自殺。妻と両親が会社に対して
損害賠償を請求。
＊会社に義務（注意義務ないし安全配
慮義務）違反があったか。



＊会社に義務（注意義務ないし安全配
慮義務）違反があったか。

１ヶ月に100時間を超える時間外労働・
休日労働とリーダーに昇格したことによる
心理的負担の増加から、健康状態の悪
化を招くおそれのあることは容易に認識
し得た。予見可能性有りと判断。
＊会社に約7,400万円の賠償金の支払。



Ⅵ-4. 過労死・自殺防止のための注意義
務
①適正な労働条件の設定。
②労働者の健康管理を十分に行う。
③労働者の性格・能力、家族状態に十
分に配慮して、疾病が生じないように仕
事の内容などを適正な労働配置とする。
④疾病が生じた労働者には、十分な対
応を行い、治療を行いやすい環境を整
備する。







過労死等とは？

過労死等防止対策推進法第２条により
、以下のとおり定義づけられています。
＊業務における過重な負荷による脳血
管疾患・心臓疾患を原因とする死亡。
＊業務における強い心理的負荷による
精神障害を原因とする自殺による死亡。
＊死亡には至らないが、これらの脳血管
疾患・心臓疾患、精神障害。



長時間労働の脳血管疾患・心臓疾患発
症リスク

長時間労働 リスク
１日拘束11時間以上 ２．７

（拘束７～１０時間）
１日労働11時間以上 ２．９

（労働７～９時間）
週労働61時間以上 １．９

（週40時間以下）



Ⅵ-5. 受動喫煙の対策
健康増進法の改正

＊2020年４月１日より全面施行
基本的考え方
１. 望まない受動喫煙をなくす。
２. 子ども、患者等に特に配慮。
３. 施設の類型・場所ごとに対策を実施
原則屋内禁煙



施設等の管理者等の責務等
(1) 喫煙が禁止された場所に喫煙器具・
設備（灰皿等）を設置してはならない。
(2) 都道府県知事は、勧告、命令等を行
うことができる。
＊所要の罰則規定（過料）。

施設管理者：最大５０万円
喫煙した人：最大３０万円





第７章 安全衛生への取組と健康の保
持・増進



Ⅶ-1. 経営の財産としての社員の健康

＊「健康な社員が多い企業」という指標
は、「優秀な人材」や「事業への投資」を
集めるうえでのアピール材料。

例：社員食堂の利用
食生活の改善による健康づくりへの取

り組み。
健康食の提供。社員へのアドバイスを

栄養士などの専門家が行うなど。



健康の保持・増進
第1次予防：健康な状態で行い、さらに積
極的に健康増進をはかる。

（健康教育、予防接種）
第2次予防：疾患の早期発見、早期治療。

（がん検診、人間ドック）
第3次予防：疾病の悪化防止。リハビリ
テーション。

（機能回復、社会復帰）





埼玉県新座市：製造業
長時間労働の抑制のため、20年以上

前から水曜日と金曜日をノー残業デーと
して実施し、定時終了後に消灯を徹底す
ることにより社員の帰宅を促してきた。

社員の定時退社への意識が定着した
ことから、現在はノー残業が習慣化し、毎
日がノー残業デーとなっている。

残業をする際は事前申請制を徹底し、
上司の承認を必ず得て行う。
厚生労働省 『働き方改革取組事例』



自動車用品卸のコアーズインターナショ
ナル（堺市堺区）

健康手当制度（社員の健康を後押し）：
禁煙すれば月２０００円、メタボでなけれ
ばさらに３０００円上乗せ。
＊社員が大病を患うよりも、「健康手当」
を支給する方が病気予防につながるの
で結果的に損失が少なく、会社にも社員
にもメリットがある。



SCSK株式会社（情報システム）
＊社員の健康こそが全ての礎

禁煙の場合：達成者本人に5万円分の
ポイント。禁煙サポーターにも2万円分の
ポイント。
＊社員が健康で生き生き働く。 → 業務

の効率化・生産性の向上 → 自己研さ
んや健康増進の余裕をもたらす → 
さらなる生産性の向上につながる。

＊結果として競争力の強い企業になる。



Ⅶ-2. 健康経営優良法人認定制度

経済産業省では、次世代ヘルスケア産
業協議会健康投資ワーキンググループ
において、健康経営に取り組む優良な
法人を見える化すべく、「健康経営優良
法人認定制度」の設計を行っています。



2020年03月22日
「健康経営優良法人2020」として、大規

模法人部門1,481法人、中小規模法人
部門4,723法人を認定。





国内資生堂グループの健康課題と今後のWell-美
ing施策

1.基本的な産業保健活動の徹底
健康診断受診率100％の継続、健康診断事後措

置 再・精密検査及び治療の徹底、保健指導の充
実、メンタルヘルス対策の充実
2.健康施策の実施
美しい生活習慣、女性の健康、メンタルヘルス、喫

煙、がん対策、職場環境についてのさまざまな課
題を解決すべく、中長期的に6つのWell-美ing施策
を国内資生堂グループと健康保険組合で展開する
予定です。



埼玉県健康経営認定制度
埼玉県では、県民が健康で生き生きと

暮らすことができる健康長寿社会の実現
を目指しています。

事業所における従業員等の健康に配
慮した経営を促進するため、健康経営に
取り組む事業所・団体を認定します。

令和2年11月30日現在：141社（支店等
を含めると1,306事業所）が認定されてい
ます。



認定のメリット
（1）埼玉県健康経営実践事業所として、
県ホームページ、事例集などで広くPR。
（2）認定証、認定ロゴマークの交付。
（3）ハローワークの求人票等に「埼玉県
健康経営実践事業所」の認定を取得し
た旨を記載することができます。
（4）セミナー開催情報や県等の助成金な
ど健康経営に関連する情報をメールマ
ガジンなどで提供。



ご清聴を感謝いたします。
本日のお話が、皆様のますますのご発

展と健康の保持・増進のお役に立ちます
ならば、幸甚です。
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